
平成24年度 見直し当初案
【独立行政法人日本私立学校振興・共済事業団】

平成24年9月
文部科学省



法人の目的

２．組織の見直し

私立学校のニーズに対応した業務の状況に応じて、人員配置及び
組織編成を実情に即して柔軟に対応する。
また、業務評価を適切に行うことにより、効率的な業務運営体制を

構築する。

３．運営の効率化及び自律化

助成業務の運営は、貸付事業に係る貸付金利息と借入金利息等の

利息収支差額を財源として、運営費交付金を受けずに、人件費を含む
全ての事務・事業の実施に係る経費を賄い、利益が計上された場合に
は、これを財源として、私学教職員の研修事業に対する助成金の交付
及び長期勘定への繰入れを行うなど、いわば私立学校に利益を還元
する循環型パッケージ事業の業務運営を行っている。今後とも安定的
に私立学校に利益を還元できるよう貸付事業収益の確保に努めるとと
もに、助成金等の財源が確保できるよう効率的な業務運営に努める。

■事業運営の課題
◆ 補助事業

○効率的・効果的な事業の実施
○積極的な情報の公表

◆ 貸付事業

○学校法人のニーズに応じた資金の提供
○融資促進活動の充実・強化
○与信審査及びリスク管理機能の強化
○将来不良債権化が予測される法人への対応
○破綻懸念先法人への対応の強化

◆助成事業
○助成金の安定した財源確保

◆受配者指定寄付金事業
○ホームページや印刷物による広報活動の強化

◆学術研究振興基金事業
○社会のニーズを捉えた研究に対する適切な交付

◆経営支援・情報提供事業
○学校法人の経営改善や安定に向けた支援
○各種データの利用促進

私立学校の教育の充実及び向上並びにその経営の安定並びに私立学校教職員の福利厚生を図るため、補助金の交付、資金の貸付け
その他私立学校教育に対する援助に必要な業務を総合的かつ効率的に行うとともに、私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）

の規定による共済制度を運営し、もって私立学校教育の振興に資することを目的としている。

１．事務・事業の見直し

法人名：日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 【概要】
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Ⅰ．中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しの当初案整理表 

法人名  日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 府省名 文部科学省 

沿 革 

昭和 27 年 3 月  

私立学校振興会 
昭和 45 年 7 月 

日本私学振興財団 

 

昭和 29 年 1 月 

私立学校教職員共済組合 

平成 10 年 1 月 

日本私立学校振興・ 

共済事業団 

平成 15 年 10 月 

日本私立学校振興・ 

共済事業団 

日本私立学校振興・共済事業

団法の一部を改正する法律

（平成 14 年法律第 157 号）に

基づき、事業団の助成業務に

独立行政法人に準じた管理手

法を導入 
中期目標期間 第 1期：平成 15 年 10 月～19年度（18年度見直し） 第 2期：平成 20 年度～24年度 

役員数及び職員数 

（平成24年4月１日現在） 

※括弧書きで監事の数を記載。 

役員数は監事を含めた数字を記載。 

役員数（うち、監事の人数） 
職員の実員数 

法定数 常勤の実員数 非常勤の実員数 

12 人（2人） 7 人（1人） 5 人（1人） 103 人 

年  度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  平成 24 年度 平成25年度(要求) 

国からの財

政支出額の

推移 

 

（単位：百万円） 

一般会計 324,868 321,782 322,182 320,922 326,325  

特別会計       

計 324,868 321,782 322,182 320,922 326,325  

 うち運営費交付金       

 うち施設整備費等補助金       

 うちその他の補助金等 324,868 321,782 322,182 320,922 326,325  

  うち政府出資金       

支出予算額の推移  （単位：百万円） 468,133 464,819 495,451 484,793 511,809  

利益剰余金（又は繰越欠損金）の推移 1,360 1,424 1,641 1,661   

（単位：百万円） 発生要因 助成業務は国からの運営費交付金を受けずに業務を遂行している。助成業務の運営は、貸付事業に係る貸付金利息と借

入金利息等の利息収支差額を財源として、人件費を含む全ての事務・事業の実施に係る経費を賄い、利益が計上された場

合には、これを財源として、私学教職員の研修事業に対する助成金の交付及び長期勘定への繰入れを行うなど、いわば私

立学校に利益を還元する循環型パッケージ事業の業務運営を行っている。 

見直し内容 今後とも安定的に私立学校に利益を還元できるよう貸付事業収益の確保に努めるとともに、効率的な業務運営に努め

る。 

日本私立学校振興・共済事業団（助成業務）の見直し当初案 
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運営費交付金債務残高  （単位：百万円）       

行政サービス実施コストの推移 （単位：百万円） 324,800 322,329 320,094 337,190 (見込み)  (見込み)  

見直しに伴う行政サービス実施コ

ストの改善内容及び改善見込み額 

― 

中期目標の達成状況 

（業務運営の効率化に関する事項

等）(平成 23 年度実績) 

【業務運営の効率化に関する事項】 

○ 業務運営に関しては、社会情勢の変化等も勘案しながら、業務の徹底した見直し、効率化を進める。平成 19 年度予

算を基準として、中期目標期間中に一般管理費については 11％以上、総費用については 5％以上の縮減を図る。 

⇒平成 19 年度を基準とした各年度の削減計画と実績は以下の通り。 

 

(実績) 

一般管理費 総費用［交付補助金、配付寄附金、雑損を除く］ 

平成 19 年度予算   187,885 千円 

平成 20 年度計画予算 183,751 千円 

（対 19 年度予算比 △2.2％） 

平成 21 年度計画予算 179,618 千円 

（対 19 年度予算比 △4.4％） 

平成 22 年度計画予算 175,484 千円 

（対 19 年度予算比 △6.6％） 

平成 23 年度計画予算  171,351 千円 

（対 19 年度予算比 △8.8％） 

平成 19 年度予算    15,626 百万円 

平成 20 年度計画予算 14,092 百万円 

（対 19 年度予算比△9.8％） 

平成 21 年度計画予算 13,495 百万円 

（対 19 年度予算比△13.6％） 

平成 22 年度計画予算 12,944 百万円 

（対 19 年度予算比△17.2％） 

平成 23 年度計画予算 12,662 百万円 

（対 19 年度予算比△19.0％） 

平成 20 年度実績     158,965 千円 

（対 19 年度予算比 △15.4％） 

平成 21 年度実績     158,362 千円 

（対 19 年度予算比 △15.7％） 

平成 22 年度実績     154,780 千円 

（対 19 年度予算比 △17.6％） 

平成 23 年度実績   160,194 千円 

（対 19 年度予算比 △14.7％） 

平成 20 年度実績額  13,442 百万円 

(対 19 年度予算比 △14.0％） 

平成 21 年度実績額  12,746 百万円 

（対 19 年度予算比 △18.4％） 

平成 22 年度実績額   12,116 百万円 

（対 19 年度予算比 △22.5％） 

平成 23 年度実績額   11,813 百万円 

（対 19 年度予算比 △24.4％） 

 

○ 役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえた必要な見直しを進める。また、平成 22 年度の人件費を

平成 17 年度（970 百万円）と比べて 5％以上削減することを目安として所要の取組を行う。ただし、今後の人事院勧告

を踏まえた給与改定分については削減対象より除く。なお、人件費の範囲は国家公務員でいう基本給、職員諸手当、超

過勤務手当を含み、退職手当は含まない。 

⇒平成 17 年度と比較して各年度の実績は以下の通り。 
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(実績)                      （単位：千円、％） 

区 分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

人件費 

予算額 

(対 17 年度

削減率) 

969,770 

966,491 

(△0.3％) 

965,253 

(△0.5％) 

964,167 

(△0.6％) 

933,589 

(△3.7％) 

921,252 

(△5.0％) 

921,252 

(△5.0％) 

人件費

決算額 

（予算

執行率） 

933,557 

（96.3％） 

935,522 

（96.8％） 

940,122 

（97.4％） 

916,386 

（95.0％） 

861,214 

（92.2％） 

833,972 

（90.5％） 

843,167 

（91.5％） 

また、実績による削減状況は、平成 22 年度人事院勧告を踏まえた給与改定等を考慮した場合は以下のような削減率となる。 

 

（単位：千円、％） 

区  分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

人件費決算額 933,557 935,522 940,122 916,386 861,214 833,972 843,167 

決算額による 

対 17 年度 

人件費削減率 

― 0.2％ 0.7％ △1.8％ △7.7％ △10.7％ △9.7％ 

人件費削減率 

（補正値）※ 

― 0.2％ 0％ △2.5％ △6.0％ △7.5％ △6.5％ 

※人件費削減率（補正値）：「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく

給与改定分の増減率を除いた削減率である。 

平成 18 年、19 年、20 年、21 年、22 年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率は、それぞれ 0％、＋0.7％、0％、-2.4％、-1.5％で

ある。 
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○ 貸付事業の安定的な運営を図るため、引き続き厳格な与信審査を実施するとともに、貸付金等が確実に回収される態

勢の整備に努め、今後の学校法人等の経営の悪化を考慮しつつ、平成 24 年度末の貸付残高に占めるリスク管理債権の

割合を 3.0％以下とする。 

⇒平成 23 年度時点での目標は達成している。 

（実績） 

平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 平成 23 年度末 

2.04％ 1.78％ 1.90％ 2.56％ 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
補助事業 

 

事務及び事業の概要 

 私立大学等の教育条件と研究条件の維持向上及び在学生の修学上の経済的負担の軽減並びに経営

の健全化等に寄与するため、国から私立大学等経常費補助金の交付を受け、これを大学等を設置してい

る学校法人に交付している。 

 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ 効率的・効果的な事業の実施 

我が国の高等教育の約８割を担う私立大学等は、それぞれの建学の精神に則った特色ある教育・研

究を展開し、高等教育の発展に大きな役割を果たしている。 

私立大学等経常費補助金は、私立学校振興助成法の趣旨に基づき、学校教育における私立学校の

果たす重要な役割に鑑み、私立大学等における教育条件の維持向上や、学生の修学上の経済的負担

を軽減することを目的として教育・研究に係る経常的経費を補助するものである。 

今後、文部科学省における私学振興政策や私立大学の現状等を踏まえ、配分方針の見直しを逐次

行うなど必要な方策を講じていくことにより、当該事業における補助効果を高めるため以下のとおり取り

組む。 

・ 私立大学等の教育研究の質の向上のため、メリハリある配分の実施 

・ 私立大学等の事務負担に配慮しつつ、補助金の適正な執行の観点から、申請書類等の見直しの

検討 

   ・ 私立大学等経常費補助金制度への理解を深め、補助金の適切な申請に基づく適正な使用の周知

徹底及び注意喚起の強化 

    

○ 積極的な情報の公表 

各大学等の私立大学等経常費補助金制度への理解と、補助金の適切な申請に資するため、補助事

業に関する各種情報を迅速に提供することにより、私立大学等の利便に資する。 

また、一般への情報の公表にあたっては、ＨＰを積極的に活用し、私立大学等経常費補助金の仕組

みをわかりやすく紹介する。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 
日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 

 

府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
貸付事業 

 

事務及び事業の概要 

学校法人に対し長期固定・低利で私立学校の施設整備に必要な資金の貸付けを行っている。事業団の

貸付け事業は、国からの出資金や財政融資資金及び私学教職員の年金資産並びに財投機関債等の自

己調達資金を財源としている。 

 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ 学校法人のニーズに応じた資金の提供 

貸付事業の利用促進を図るため、今後も借入希望のアンケート調査、融資相談会を実施し、学校

法人の借入ニーズの把握に努め、貸付対象となる事業及び貸付条件の見直しを適宜図る。 

また、学校法人は、近年変化する社会情勢に対応すべく、教育改革や管理・運営体制の強化に取

り組んでおり、これらの経費に係る資金の提供を必要としている。事業団融資においても、これまでの

校舎の建築、校地の買収等に係る資金への融資だけでなく、資金使途を限定しない経費融資も行う。 

 

○ 融資促進活動の充実・強化 

超低金利時代の長期化により、事業団の金利水準と民間金融機関の金利水準の差はほとんどなく

なっており、これまで事業団が学校法人に案内してきた「長期・低利」の「低利」の部分の説明が難しい

状況である。 

現在、学校法人に対し、民間金融機関よりも有利な耐震改築への長期低利融資や利子助成制度

の案内を行っているが、今後は、融資組織の体制の整備を図り、新たな融資先を開拓するなど融資促

進活動の充実と強化を図る。 

 

○ 与信審査及びリスク管理機能の強化 

① 与信審査における、事業の適切性、資金計画の妥当性、償還の確実性、担保物件及び保証人

の妥当性の検証のため、諸データの活用により与信審査の向上に努める。 

② 信用格付によるモニタリングを充実し、財務状況が悪化している法人については、経営支援部

署との連携により、滞納の新規発生や長期化の抑止に努める。 
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③ 長期滞納法人等に対して、情報収集を図るとともに電話、文書、滞納督促訪問などによる督促

の強化に努める。 

 

○ 将来不良債権化が予測される法人への対応（法人への柔軟な対応について） 

① 貸付条件の変更内容について、据置期間の伸長を図ることを検討する。 

② 充当順序の変更に関する制限を撤廃することについて検討する。 

 

○ 破綻懸念先法人への対応の強化 

貸付先法人の法的整理及び私的整理への対応について、今後、専門的知識を要する対応が必要で

あると考えられる。このことより事案の迅速的な対応と組織内部の充実を図る観点から、専門的な能力

や資格を有する者を専門職として職員に登用するなどにより審査管理体制の充実を図る。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 
日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 

 

府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
助成事業 

 

事務及び事業の概要 

私立学校教職員の資質向上のため、私学事業団（助成業務）の融資事業の収益の一部（利益金）を一

般財団法人私学研修福祉会が行う研修事業に助成金として交付している。 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ 助成金の安定した財源確保 

私立学校の教職員の資質向上を図ることを目的として、私立学校の教職員を対象とした各種研修

事業を行う一般財団法人私学研修福祉会に対し助成事業を継続していくことは、私立学校教育の振

興にとって極めて重要であるが、助成金額が助成勘定における前年度利益金に左右されることから、

助成金の安定した財源確保に努める。 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 
日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 

 

府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
受配者指定寄付金事業 

 

事務及び事業の概要 

 私立学校の教育研究の振興のため、企業等から受けた寄付金を、寄付者が指定した学校法人に配付を

している。寄付者には税法上の優遇措置（全額損金算入）が適用される。 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ ホームページや印刷物による広報活動の強化 

事業団が寄付者（企業等）から寄付金を受入れ、指定された配付先（学校法人）に配付する事業で

ある。寄付者はこの制度を利用することにより、寄付金の全額を損金算入できる税制上の優遇措置を

受けることができ（昭和 40 年大蔵省告示第 154 号）、学校法人はこの制度を活用することにより、経営

基盤の強化と教育研究活動の活性化を図ることが可能になるなど、私学振興にとっては重要な事業

の一つである。 

ついては、学校法人に対する寄付を促し、外部資金の導入を促進するため以下のとおり取り組む。 

・ 寄付金制度の利用拡大のため、受配者指定寄付金事業に関する各種情報の提供 

・ 特に大学を設置する法人以外の学校法人に対しての広報活動の実施 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 
日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 

 

府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
学術研究振興基金事業 

 

事務及び事業の概要 

 学術研究振興資金は、私立大学等における学術研究のための設備の取得費・維持費、その他学術研究

に要する経費を対象として、学術研究振興基金の運用益から交付している。 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ 社会のニーズを捉えた研究に対する適切な交付 

事業団では、私立大学等の学術研究に必要な資金を交付するため、学術研究振興基金を設け、事業

団が特定公益増進法人の指定（昭和 50 年当初は包括指定を受け全額損金算入）を受け、経済界、私

学関係者等広く一般から寄付金を受け入れ、その基金を運用し、運用益を学術研究振興資金として私

立大学等に対し交付している。 

ついては、私立大学等の現状を踏まえ、社会のニーズを捉えた研究に対する交付となるよう、必要に

応じて要件を見直すほか以下のとおり取り組む。 

・ 経済界、私学関係者等広く一般に学術研究振興基金への理解と協力を得るための広報活動の実

施 

・ 基金の運用益について一定額の確保が困難となってきているため、資金の交付額に係る見直しを

検討 
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Ⅱ．事務及び事業の見直しに係る当初案整理表 

 

法人名 
日本私立学校振興・共済事業団（助成業務） 

 

府省名 文部科学省 

事務及び事業名 
経営支援・情報提供事業 

 

事務及び事業の概要 

 学校法人の教育条件及び経営に関する情報収集と研究分析を行い、学校法人及び関係者に対し、中・

長期的な観点から、広い視野に立った情報を提供する。インターネットなどのネットワークを利用した情報

収集・提供を行っている。 

 

事務及び事業の見直しに係る具体的

措置（又は見直しの方向性） 

○ 学校法人の経営改善や安定に向けた支援 

・ 経営改善計画の策定支援など、きめ細かな経営相談の実施 

・ 私学リーダーズセミナー・講演等による、経営層に対する経営意識の啓発 

・ 学校法人の人材育成を支援するため、若手職員を対象とした私学スタッフセミナー等を実施 

・ 経営改善や安定に資するため、先進的事例を収集し提供 

学校法人の経営改革をより一層推進する観点から、今後は以下の２点の取組を強化 

１．経営相談機能の強化により、経営改善や教育改革の積極的な支援 

２．経営改善や教育改革に資するため、各種情報の分析・提供の充実 

 

○ 各種データの利用促進 

学校法人職員等を対象に平成 24 年度完成予定の「私学情報提供システム」の利用方法やデータ分

析の活用に関する説明会を開催し、私学事業団に蓄積されている各種データの更なる利用促進を図

る。 
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法人名 日本私立学校振興・共済事業団（助成業務）

見直し項目 組織・運営の見直しに係る具体的措置（又は見直しの方向性） 備考〔補足説明〕

私学振興事業を適切かつ総合的、効果的に推進していくための拠点として、
九段事務所は、真に必要なものである。

３．取引関係の
見直し
① 随意契約
の見直し等

事業団の締結する契約については、「特殊法人における随意契約の適正化
の推進について」に基づき、随意契約によることが真にやむを得ないものを除
き、一般競争入札等競争性の高い契約に移行することとする「随意契約見直し
計画」を策定し、平成20年4月に公表した。「随意契約見直し計画」は平成22年
度で完了したが、今後も同計画の趣旨に沿って必要に応じ引き続き見直しを
行っていく。

② 契約に係
る情報の公開

入札結果の公表については、「契約結果公表基準」に基づいて毎月「契約結果
一覧」及び「入札結果一覧」をホームページで公表している。環境物品等の調
達については、「各年度における環境物品等の調達の推進を図るための方針」
に基づき目標を定め実施している。

③ 関連法人
の利益剰余金
等の国庫納付
等

事業団が業務を委託している関連法人及び関連公益法人については、該当は
ない。

１．不要資産の
国庫返納

○各独立行政法人は、類似の事業類型に対応した共同調達の実施等を検討し、コストの縮減を図る。

○独立行政法人が、当該独立行政法人において管理又は監督の地位にある職を経験した者が再就職しており、かつ、総売上高又は事業収入
に占める当該独立行政法人との取引高が相当の割合である法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引
等の状況について情報を公開するなどの取組を進める。

Ⅲ 組織・運営の見直しに係る当初案整理表

事業団への政府出資金については、独立行政法人通則法第46条の2第１項
「不要財産に係る国庫納付等」に定める対象となっているが、貸付事業の財源
の一部として業務運営を行う上で必要不可欠のものとして活用しており、事業
団のすべての事業の必要性がなくならない限り「政府出資等に係る不要財産」
には該当しない。

また、事業団が保有する九段事務所及び職員住宅については、直接政府か
らの出資や支出を受けずに取得した財産であり、独立行政法人通則法で定め
ている「政府出資等に係る不要財産」には該当しない。

（参考）基本方針の関連部分

○海外事務所については、個々の必要性をゼロベースで検証し、整理・統廃合を行うとともに、経費削減、ユーザーへの利便性の観点から、同
一都市にあり、政策連携効果が見込まれるもの等については、情報管理の必要性等にも配慮しつつ、施設の共用化を図る。このため、海外事務
所を有する各独立行政法人や主務府省は、相互の情報共有や共同の検討を行うこと等により連携を強化する。

○各独立行政法人は、関連法人との間で競争性のない随意契約や実質的な競争が確保されていない契約（競争入札における一者応札や企画
競争における一者応募）等が行われていた場合、当該関連法人の利益剰余金又は内部留保の有無を速やかに精査し、相応の部分について国
庫納付する、あるいは当該部分の額について国費の負担軽減に資するための措置を講ずるよう努める。

○本部事務所、地方支所、職員宿舎等その他の資産についても、事業規模を施設に合わせて考える現状維持的な姿勢を改め、規模・コスト・立
地等を再検証し、徹底した効率化・合理化を図り、独立行政法人の事務・事業や実施方法の見直しに伴い不要となるものの整理・統廃合、共用
化を行う。

○「公共サービス改革基本方針」（平成22年7月6日閣議決定）に基づき、行政刷新会議に設置された公共サービス改革分科会において、公共
サービス改革を推進するための調達の効率化等に関する具体的方策が検討され、平成23年春までに取りまとめられる予定であり、この結論を踏
まえ、調達の効率化等を図り、経費の削減等の措置を講ずる。

○各独立行政法人は、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11月17日閣議決定）に基づき策定した随意契約等見直し
計画を着実に実施する。具体的には、随意契約については、原則として一般競争入札等に移行することとし、一般競争入札等であっても一者応
札・応募となった契約については、実質的な競争性が確保されるよう、公告方法、入札参加条件、発注規模の見直し等の改善を図り、コストの削
減や透明性の確保を図る。

○競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号）に基づく官民競争入札等の積極的な導入を推進し、独立行政法
人の提供するサービスの質の維持・向上と経費削減を図る。

２．事務所等の
見直し

④ 調達の見
直し

調達案件については、毎月実施する監事による会計監査及び契約課の業務
監査において、契約内容や入札参加者が一者であった場合の理由など入札の
状況について確認している。

また、一者応札・応募の改善方策としては、引き続き調達予定の公表、公告
期間の確保、公告方法の改善、参加招請の実施などの競争性を確保する方
策のほか仕様の不断の見直しを行うことにより、他の業者が参加しやすいよう
改善に努めている。

○本基本方針で個別に措置を講ずべきとされたもの以外のものについても、各独立行政法人は、貸付資産、知的財産権も含めた幅広い資産を
対象に、自主的な見直しを不断に行う。

○国の資産を有効かつ効率的に活用する観点から、独立行政法人の利益剰余金や保有する施設等について、そもそも当該独立行政法人が保
有する必要性があるか、必要な場合でも最小限のものとなっているかについて厳しく検証し、不要と認められるものについては速やかに国庫納付
を行う。不要な施設等の納付方法については、原則として現物により速やかに納付することとし、国は、納付を受けたものを含めた国有財産全体
の有効活用を図る。

○職員研修・宿泊施設については、本部事務所、民間宿泊施設、貸会議室等の利用により機能を代替できるものは廃止する。

○国の財政資金を独立行政法人の本来業務に効果的に充当するため、事務所等の運営については、徹底的な整理・統廃合や組織・府省の枠
を超えた共用化を行い、管理部門経費を削減する。

○東京事務所については、真に必要なもののみ存置するとともに、併せて必要な機能の移転・集約化を図り、効率的な業務運営を確保する。
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見直し項目 組織・運営の見直しに係る具体的措置（又は見直しの方向性） 備考〔補足説明〕 （参考）基本方針の関連部分

○協賛、寄附等が見込める事業については、その拡大に努めることにより、国費の削減を図る。

○出版物の版権、研究開発成果等に係る特許等による知的財産の活用等を通じて自己収入の拡大を図る。

○特定の者が検査料、授業料、利用料、配布価格、技術指導料等を負担して実施する事業については、受益者の負担を適正なものとする観点
から、その負担の考え方を整理し、これに基づき、国民生活への影響に配慮しつつ検査料等の見直しを行う。

○法定外福利厚生費、給与振込経費、海外出張旅費などの事務に係る経費及び職員の諸手当については、国家公務員に準じたものとなるよう
徹底を図る。

○事業費等については、所要額の見積りの考え方を明確にするなど、必要な経費を積算段階から精査できる取組を行い、徹底した透明化、合理
化を図るとともに、運営費交付金について、国の予算のガバナンスの観点から、その在り方を検討する。

② 管理運営
の適正化

組織編成、人員配置及び業務の状況に応じて組織運営等について適宜見直
すとともに、業績評価等を適切に行うことにより、効率的な業務運営体制を構
築する。

○国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、国民の理解と納得が得られるよう、その水準が国家公務員と同等のものとなるよう努める。
ア）国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、給与水準の適正化に係る具体的な方策と数値目標を内容とする取組を着実に実施する。

４．人件費・管
理運営の適正
化
① 人件費の
適正化

○独立行政法人の総人件費については、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成22年11月１日閣議決定）に基づき、今後進める独
立行政法人制度の抜本的な見直しの一環として厳しく見直す。

○給与水準については、監事による監査、評価委員会による事後評価においても、引き続き厳格なチェックを行う。

○業務運営の在り方を、組織、業務実施方法、人員等の観点から抜本的に見直し、簡素な管理部門、効率的な運営体制を確保することにより、
業務運営コストを削減する。このため、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、過去の効率化の実績を踏まえ、これまで以上の努力
を行うとの観点から具体的な目標を設定する。

事業団は、「特殊法人等整理合理化計
画」（平成13年12月19日閣議決定）におい
て「共済組合類型の法人」と整理されてお
り、「行政改革の重要方針」（平成17年12
月24日閣議決定）の総人件費改革の実
行計画等の「特殊法人及び認可法人」の
対象外となっている。

５．自己収入の
拡大

過度の利益追求により本来の趣旨を逸脱することがないよう配慮しながら、
収支構造の改善に少しでも寄与するよう自己収入の確保に今後とも努めてい
く。

 私立大学は、国が掲げる「成長戦略」への対応として様々な取組みを実施す
ると同時に、大学の機能の再構築、ガバナンスの充実・強化に力を注いでい
る。
  このような状況の下、中教審大学規模・大学経営部会において「経営相談の
機能の充実」が取り上げられ、事業団の機能強化の方向性が打ち出されてい
る。さらに、大学ポートレート構想では、私立大学の教育情報の充実が求めら
れており、事業団はこれまで以上に私立大学の取組に対する支援の充実を行
わなければならない。
  第二期中期計画の開始時以降、常勤職員の人員は増加させることのないよ
う自主的に抑制してきた。今後は各部署の業務の円滑な執行、当面の課題へ
の取組等に十分配慮しつつ、組織編成及び人員配置を見直し、業務の執行に
必要な人員の確保に努める。
  また、業務の効率性・有効性の観点から、引き続き専門的知識や資格を有す
る人材を確保するとともに、併せて事務所間異動による両業務に精通した人材
育成を実施する。

助成業務は国からの運営費交付金を受
けずに業務を遂行している。助成業務の
運営は、貸付事業に係る貸付金利息と借
入金利息等の利息収支差額を財源とし
て、人件費を含む全ての事務・事業の実
施に係る経費を賄い、利益が計上された
場合には、これを財源として、私学教職員
の研修事業に対する助成金の交付及び
長期勘定への繰入れを行うなど、いわば
私立学校に利益を還元する循環型パッ
ケージ事業の業務運営を行っており、今
後とも組織編成、人員配置を実情に即し
て柔軟に見直す等、効率的な業務運営体
制の確立を目指す。

○組織のコンプライアンスの確保を推進するため、内部監査業務を的確に実施する体制を整備する。

14



 

Ⅳ 前回の「勧告の方向性」における主な指摘事項の措置状況（平成 24 年８月現在） 

 

 

文部科学省所管（１法人） 

整理 

番号 
法人名 （注１） 「勧告の方向性」における主な指摘事項 措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置） 

 日本私立学校振

興・共済事業団

(18) 

 貸付事業の安定的かつ効率的な実施 

貸付事業については、少子化を背景として長期的には学生

総数の減少が見込まれるなど私立学校における経営環境が今

後とも一層厳しいものとなる状況を踏まえ、その安定的な運

営を図る観点から貸付審査基準の更なる明確化を図るととも

に、リスク管理機能の強化（①与信審査の厳格化、②債権保

全のための貸付先法人のモニタリングの強化、③滞納･破綻法

人及び再生･再建法人に係る債権保全の強化、④債権評価の厳

格化による貸倒引当金の設定等）を図るものとする｡ 

また、短期融資などについて、民間の融資実態等を踏まえ、

①財政的に脆弱性を有する幼稚園等に対するものを除く貸付

期間５年以下の貸付事業の廃止､②需要が減少している私立

大学奨学事業の廃止、③国際交流施設事業の一般事業との統

合等の見直しを行うものとする。 

さらに、私学振興債券の発行については、引き続き､市場か

らの資金調達の拡大を図るものとする｡ 

 

① 

 

○ 貸付事業について、安定的な運営を図る観点から、以下

の見直しを行った。 

（貸付審査基準の更なる明確化） 

  融資事務の見直し内容を作業工程表により整理し順次マ

ニュアルを作成するとともに、関連規程の整備を行うな

ど、貸付審査基準の更なる明確化を図った。 

（リスク管理機能の強化） 

① 学校法人の利便性を高め、融資事務の迅速化、効率化を

図るため、融資業務工程の見直しを実施し、また、不動

産担保取扱いの手引き等マニュアルの整備を実施すると

ともに、リスク管理機能の強化のため外部機関から講師

を招いての研修を実施するなど、与信審査の厳格化を図

った。 

② 平成 22年度末貸付残高のある法人1,370法人について、

債務者区分に基づく信用格付けの推移を確認するととも

に、新規貸付法人 118 法人のうち 10 法人※について直接

学校法人へ赴き、事業実施状況調査等を実施し、経営状

況や成果の確認を行うなど、貸付先法人のモニタリング

の強化を図った。 

※平成 22年度は、64法人について融資対象事業実施調

査を予定していたが、東日本大震災に係る震災復旧

支援融資を最優先としたため、8 月まで 10 法人を調
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査した。残りの調査については、平成 24年度に実施

することとしている。 

③ 審査機能の強化と延滞債権の管理を専門的に担当する

「審査・管理室」においてより厳格な審査を行うととも

に、滞納法人、民事再生手続き、競売、調停申立等に専

門的に対応した。また、私学経営相談センターとの密接

な連携を図り、協働してリスク管理債権の圧縮に努める

など、債権保全の強化を図った。 

④ 貸倒引当金については、平成 21年度に、「貸付事業（助

成業務）の改善充実に関する検討会議」を立ち上げ、近

年の民事再生適用時の担保価値の減額状況、少子化の進

行による私学の経営状態の悪化に備えるため、貸付債権

の将来における損失の可能性を見据え、監査法人の助言

を参考に貸倒引当金の算出のための基準である自己査定

基準について、格付けに係る債務者区分の区分方法を見

直し、改正した。 

平成 23 年度決算では、貸倒引当金について担保評価の

見直し等により 589 百万円の積み増しを行い、今後の損

失の可能性に備え適正な貸倒引当金の設定を行った。 

また、東日本大震災により被害を受けた貸付先法人の被

災状況を自己査定に反映し、貸倒引当金を積み増すこと

により適切なリスク管理を実施した。 

○ 短期融資などについて、民間の融資実態等を踏まえ、①

幼稚園、特別支援学校、専修学校に対するものを除き、

貸付期間 5 年以下の貸付事業を廃止、②需要が減少して

いる私立大学奨学事業を廃止、③国際交流施設事業(国際

交流会館等)を一般事業(寄宿舎等)と統合等平成 19 年 4

月に見直しを行った。 

○ 第 2期中期計画において、引き続き私学振興債券の発行

など、自己調達資金の拡大に努めることとしている。 
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 補助事業の見直し 

  私立大学等経常費補助金については､私立大学等経常費補

助金配分基準に沿った厳格な運用及び効率的な配分を行う観

点から､定員割れ大学等への助成の見直しを行う一方で､定員

割れ解消等に向けた具体的な経営改善に取り組んでいる大学

等に対する有効な支援となるよう､配分方法を改善するもの

とする｡ 

① 私立大学等経常費補助金については、私立大学等経常費

補助金配分基準を改正し、以下の配分方法の見直しを行っ

た。 

○ 定員超過による傾斜配分の強化 

適正な定員管理を促すため、収容定員超過の学部等に

係る傾斜配分について、平成 23 年度（最大 30％減）か

ら平成 25 年度（最大 50％減）までの年次計画に基づき

減額を強化し、定員管理の適正化を促した。 

なお、収容定員 8,000 人以上の学校に設置されている

学部等については、平成 24 年度からの定員超過率の強

化に併せて増減率表を変更し、より減額を強化する。 

○ 定員割れによる傾斜配分の強化 

定員規模の適正化により経営改善を促すため、収容定

員割れ学部等に係る傾斜配分について、平成 19年度（最

大 18％減）から平成 23 年度までの年次計画に基づき減

額を強化（最大 50％減）し、定員規模の適正化により経

営改善を促した。 

○ 定員割れ解消に取組む大学等への支援 

  定員割れ解消のため、学校規模の適正化及び経営の改

善・効率化に取り組む大学等を対象とした特別補助の

「定員割れ改善促進特別支援経費」（平成 19年度及び平

成 20 年度）において、採択を受けた大学等に対し、原

則として 5 年間（3 年後に中間評価を実施）の補助を行

っている。 

 その他の業務全般に関する見直し 

１．中期目標等における業務の重点化や効率化に向けた取組の

明確化等 

適切な評価や国民の理解に資する観点から、次期中期目標

等において、国の政策目標における日本私立学校振興･共済事

業団の任務の位置付け、国・民間等との役割分担など、日本

① ○ 第２期中期目標等において、 

 ・ 私学事業団の任務の位置付け等について、従来の業務

の充実強化や特に経営支援業務の展開を図ることなど

私立学校教育の振興に関して国の施策と連携した取組

を行う旨を明記するなど明確にし、また、貸付事業につ

いては学校法人等のニーズや民間の融資実態等を踏ま
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私立学校振興･共済事業団が担う任務・役割を明確にするとと

もに、その任務・役割との関係を踏まえた業務の重点化や効

率化の方針を具体的に明記するものとする。 

その際、目標達成度の厳格かつ客観的な評価に資するよう、

達成すべき内容や水準等を可能な限り具体的かつ定量的に示

すものとする。 

また、事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促

進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させる

こと等により見直しの実効性を確保するとともに、日本私立

学校振興･共済事業団の財務内容等の一層の透明性を確保す

る観点から、決算情報・セグメント情報の公表の充実等を図

るものとする。 

え事業の見直しを行い、経営支援事業については学校法

人の経営改善及び安定に向けた経営の分析及び経営相

談などの取組を強化するなどの業務の重点化・効率化の

方針を具体的に明記した。 

 ・ 達成すべき内容や水準等について可能な限り具体的・

定量的に示した。 

・ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進

し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させ

ること等により見直しの実効性を確保することとした。 

 ・ 財務内容等の透明性を確保する観点から、決算情報・

セグメント情報についての公表内容の充実を図ること

とした。 

２．効率化目標の設定及び総人件費改革 

   一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、現行の

中期目標等と同程度以上の水準の目標を具体的に示すととも

に、業務の質の向上についても極力客観的かつ具体的な目標

を示すことにより、一層質が高く効率的な業務運営を目指す

ものとする。 

その際、総人件費については、簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関する法律（平成 18 年法律第

47 号）等に基づき、５年間で５％以上を基本とする削減の着

実な実施を促すとともに、役職員の給与に関し国家公務員の

給与構造改革を踏まえた見直しを促進するものとする。 

① ○ 第 2期中期目標等において、 

 ・ 既存事業のみならず業務全体についての徹底した見直

し、効率化を進め、中期目標期間中に一般管理費につい

ては 11％以上、総費用については 5％以上の縮減を図る

こととした。 

 ・ 第 1 期で設定していた一般管理費及び人件費の効率化

目標は、どちらか一方の経費を削減すれば達成できる曖

昧さがあり、また、人件費は独法に準じ別に明記してい

ることから、第 2期においては、一般管理費における効

率化目標値の設定とした。 

 ・ 事業団（助成業務）は、行政改革推進法の対象法人で

はないが、その趣旨に沿って独法等が行う人件費削減の

取組を参考としつつ、引き続き同様の取組を行うことと

した。具体的には、中期計画において、22年度の人件費

を 17年度（970 百万円）と比べ 5％以上削減することを

目安とした取組を行うとともに、役職員の給与に関し国

家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを進めるこ

ととした。 
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３．随意契約の見直し 

    業務の実施に当たり随意契約により委託等を行っている場

合には、国における見直しの取組（「公共調達の適正化につい

て」（平成 18 年８月 25 日付け財計第 2017 号。財務大臣か

ら各省各庁の長あて。））等を踏まえ、関連公益法人を始め特

定の団体との契約の在り方の見直しなど不断の見直しを行わ

せることとし、一般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直

し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るものとする。 

① ○ 事業団の締結する契約については、真にやむを得ないも

のを除き、原則として一般競争入札によることとした。

また、「特殊法人における随意契約の適正化の推進につい

て」（平成１９年１２月２７日付け事務連絡。内閣官房副

長官補室から各府省特殊法人担当各位あて。）に基づき、

国と同様又はこれに準じた随意契約見直し計画を策定し

公表することとした。なお、随意契約見直し計画の実施

状況を含む契約の適正な実施については監事による監査

を受けるとともに、その契約状況を公表することとした。 

４．資産の有効活用等に係る見直し 

    日本私立学校振興･共済事業団の保有する会議所、研修施

設、分室等の施設について、売却や一般利用への開放、関連

する諸権利の有効活用等により、土地・建物等の効率的な活

用を促進し、自己収入の増加を図る等の観点から、見直しを

行うものとする。 

① ○ 私学事業団が保有する会議室等については、一般利用へ

の開放を行い、さらに、平成 20 年度からは料金改定（貸出

額の増額）や貸出時間の延長を行うなど、自己収入の増加

を図る観点から見直しを行った。 

（注１）「法人名」欄における括弧書きの数字は、見直し実施年度を示す。 

（注２）措置状況には、具体的措置内容や措置時期を記載する。未措置の場合には、その理由を記載する。 
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